








































第三節 持分プーリング法（ARB第 40 号及びAPB意見書第 16 号）に対する批判 
第一項 ARB第 40 号「企業結合」 
第二項 APB意見書第 16 号 
第四節 SFAS第 141 号による持分プーリング法の削除とその理由 
第一項 APB意見書第 16 号公表後の企業結合会計の焦点及びFASBの対応 
第二項 持分プーリング法の削除についてのFASBの提案 






































第二項 1983 年のマーチン氏らによる法律意見書 



































































（Securities Exchange Committee。以下、SEC という。）がそもそもなぜ民間の組織の
作成した会計基準を証券諸法上で準拠すべき会計基準として認めるという枠組みを採用し
たのか、何を以って一般に認められた会計基準（generally accepted accounting principles。







れたのは、1938 年に SEC が公表した会計連続通牒（Accounting Series Release）第 4 号
「財務諸表に対する行政方針」においてであったが、以降、1973 年に米国の財務会計基準




















とりわけ会計規範の法的基礎を論じるにあたって重要な意味を有する。2009 年 12 月 11 日
には連結財務諸表規則をはじめとする一連の府令及び規則の改正がなされたが、同改正で













三章では、米国の 2002 年の米国サーベンス・オクスリー法（Sarbanes and Oxley Act）の第
108 条及び第 109 条を介して、1933 年連邦証券法（以下、33 年証券法という。）に新たに







であって、連結財務諸表規則第 1 条第 3 項に掲げる要件のすべてを満たすものが作成及び
公表を行った企業会計の基準のうち、金融庁長官が定めるもの」という定義を置いた上で、
国際会計基準審議会（International Accounting Standard Board）が「国際会計基準」の
公表元である旨が金融庁告示において示された。本章では、2010 年 11 月に国際財務報告
基準財団（International Financial Reporting Standard Foundation。以下、「IFRS 財団」






ついて考察を行う。EU 加盟国である英国は、2002 年に公布された EU 規則第 1606/1602
号（以下、EU の国際会計基準規則という。）が EU 加盟国の域内市場で取引される証券を
発行する会社の 2005年 1月 1日以降の連結財務諸表については国際会計基準に基づいて作



















































第 177 巻第 1 号（2011）1-13。 
2 「企業会計原則・同注解」（経済安定本部企業会計制度対策調査会中間報告、1949 年）。 
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第二節 証券諸法施行直後の様子について 
第一項 基本的な枠組み 

























7 Securities Exchange Act, 15 U.S.C. §77s (2010). 
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組みが明文で初めて確認されたのは、1938 年にSECが公表した会計連続通牒（Accounting 
Series Release）第 4 号「財務諸表に対する行政方針」においてであり8、以降、1973 年に米















月から 1935 年 9 月まで在任）は、山積する課題の中でも特に新規の証券発行の登録という
タスクにより強い関心を有しており、会計に関する問題をそれほど重要なものと認識して
おらず、ランディス（Landis）氏（1934 年 7 月から 1937 年 9 月まで在任）も同様の立場で
 
8 盛田長久『アメリカ証取法会計』（中央経済社、1987 年）71 頁－73 頁。 
9 岩原紳作「商法における難解な条文」松尾浩也、塩野宏（編）『立法の平易化』（信山社、1997）144 頁
－147 頁。 
10 JOEL SELGMAN, THE TRANSFORMATION OF WALL STREET l16-117 (Aspen. 2003). 
11 The Securities and Exchange Commission Historical Society, 431days : Joseph P. Kennedy and the Creation of 
the SEC(2005), http://www.sechistorical.org/museum/galleries/kennedy/encouraging_c.php. 
9 
 
                                                 
あった。また、マシュー（Mathew）氏（1937 年 7 月から 1940 年 4 月まで在任）は、統一
された会計基準を強制することの実現可能性に懐疑的であった。 
 5 人の委員のうちの残る 2 人、ヒーリー（Healy）氏とペコラ（Pecora）氏は、先の 3 人と
反対の立場を採っていた。ヒーリー氏は、SECの委員への就任前に、連邦通商委員会（Federal 
Trade Committee）による公益事業に対する調査の中で、固定資産の過大評価（“writing up” of 
fixed assets）を通じた多くの不正（frauds）を調査した経験を有する。SECには 1934 年 7 月
から 1946 年 11 月まで在任し、初代の主席会計官（Chief Accountant12）を務めた人物でもあ
る。ペコラ氏は、1929 年の証券市場の大崩壊の際の米国政府による原因究明及び対応策確
立のための大規模な調査を行った際に長を務めた人物であり、SECには 1934 年 7 月から 35
年 1 月まで在任した。 
 このような 5 人の委員間での見解の対立は、ある会社の証券の発行登録を巡って顕在化
した。すなわち、ミネソタ州の公益事業会社であるノーザン・ステート・パワーズ（Northern 

















                                                 



























14 S. E. C., Staff speech, Some Accounting Problems of the Securities and Exchange Commission, Address of 
Carman G. Blough, Chief Accountant of the Securities Exchange Commission, Before the New York State Society of 
Certified Public Accountants, January 11, 1937 (1937) 1-2. 
11 
 










（Pub1ic Utility Holding Company Act）体系下において、SECは、会計に直接的に規制を及ぼ
すという手法を採っている。すなわち、SECは、1936 年 8 月に、同法上で登録された公益
事業持株会社が従わなければならない会計基準として「公益事業持株会社の統一会計シス









15 弥永真生｢証券取引法と会計基準（一）｣會計第 174 巻第 1 号（2008）2 頁。 
16 例えば、S. E. C., Third Annual Report of the S. E. C., Fiscal Year Ended June 30, 1937(1938)33-34. 
17 統一会計システムについて。S. E. C., Staff speech, Address of Robert E. Healy, at the Annual Meeting of the 
National Association of Railroad and Utilities Commissioners held at Utah Hotel Salt Lake city, Utah, Tuesday, 
August31, 1937(1937)4. 
































19 S. E. C., Fifth Annual Report of the S. E. C., Fiscal Year Ended June 30, 1939(1940)117－118. 
20 S. E. C., supra note 14, at 2. 
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等を挙げている。Id. at 5－10. 
22 S. E. C. Staff speech, Discussion of the Duties of the Chief Accountant’s Office, Address of William W. Werntz, 
Chief Accountant of the Securities Exchange Commission, Before the S. E. C. Local#5, United Federal Workers of 
America, Washington, D. C., April 4, 1939(1939)2-3. 
23 S. E. C., supra note14, at 10. 
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と会計士らとの間でのこのようなプロセスが形成されるにあたっていわば触媒としての作
用を果たしたSECのいくつかの制度について検討する。 
 第五項 主席会計官による不備指摘書簡制度 
 SEC は、提出される証券の発行登録書を審査するにあたって、それらに附帯する財務諸
表に不備がある場合に、SEC が申請者に訂正を促す等の諮問をするための制度として主席









下にある 33 年法及び 34 年法並びに 35 年の公益事業持株会社法の執行に関して、会計に関
する資料、報告書及び書簡を作成する。25 











24 S. E. C., supra note 22, at l. 
25 S. E. C., Id., at l ; S. E. C. Second Annual Report of the S. E. C., Fiscal Year Ended June30, 1936 (1937) 7. 
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26 例えば、S. E. C., Staff speech, Meeting the accounting requirement of the Securities and Exchange Commission, 
Address of Earle C. King, Chief Accountant, Securities and Exchange Commission, Before the Annual Meeting of 
Pennsylvania Institute of Certified Public Accountants, at Chalfonte Haddon Hall, Atlanta city, New Jersey, Tuesday, 
June24, 1947-4:15pm (1947) 7. 
27 S. E. C., Eighth Annual Report of the S. E. C., Fiscal Year Ended June 30, 1942 (1943) 45-46. 
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なっていたことを受け、SECが 3 年間の時間をかけて 1935 年以降の法執行の経験を材料と




















28 S. E. C., supra note 26, at 2. 
29 S. E. C., Sixth Annual Report of the S. E. C., Fiscal Year Ended June 30, 1940(1941)170-171. 
30 Id. at 171. 
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会計・監査に対する信頼、特には監査に対する信頼が大きく揺らぐこととなった。この様











 第二項 会計・監査に係る不正の事例 





31 S. E. C., Fifth Annual Report of The S. E. C., Fiscal Year Ended June 30, 1939 (1940) 117-118. 
32 Id. at 118. 
33 例えば、1939 年 7 月から 1940 年 6 月未までの期間（第 6 期 SEC 年報の対象期間）には、当時の 33 年
法第 8 条 d9 項に基づき 10 件の証券の発行停止命令が発令されており、10 件すべてにおいて、発行者の財
務諸表に重大な虚偽又は誤導的な記載が存在していた。うち、5 件では監査の水準が問題となった。See, S. 
E. C., supra note 29, at170. 
34 S. E. C., supra note 31, at l19－120. 
35 S. E. C. , Report on Investigation , In the Matter of McKesson&Robbins, Inc., pursuant to Section 21(a) of the 
Securities Exchange Act of 1934 (1940). 
18 
 
                                                 
ョンS-Xの改正等による監査基準の策定に着手するようになり、また、事件の概要は会計連






























                                                 
ることを指摘した上で、今後もその範囲が広がっていく可能性がある旨を示唆し、1941 年
2 月にレギュレーションS-Xの規則 2－02 を改正した37。 
 本事件は、会計の専門家らの間で監査のあるべき手続き等についての議論を巻き起こす




②モンロー・ローン・ソサヤティー社（Monroe Loan Society）事件39 
 33 年法の 8 条（d）項（当時）に基づき発行登録書の効力が生じた後に、約 458,000 ドル
の横領が見つかり、証券の発行停止命令発令のための聴聞会が開かれた事例である。聴聞







③インターステート・ホジリー・ミルズ社（Interstate Hosiery Mills, Inc. ）事件40 
 発行登録者が約 900,000 ドルの利益のねつ造と資産の過大計上を行った虚偽の財務諸表
を提出した事例である。同社の証券を上場廃止とするか否かの決定を巡って、34 年法 19 条
（a）項（2）に基づき聴聞会が開かれた。聴聞会では、監査証明業務を行った会計士事務所
 
37 S. E. C., Seventh Annual Report of the S. E. C., Fiscal Year Ended June 30, 1941 (1942) 185. 
38 S. E. C., supra note 31, at 120. 
39 Id. at 118-119. 



















⑤アメリカン・タン・グローブ・ディベロップメンツ社（American Tung Grove Developments, 
Inc. ）事件43 
 SEC が証券の発行停止命令を発令した事例である。 






41 S. E. C., Seventh Annual Report of the S. E. C., Fiscal Year Ended June 30, 1941(1942)187，188，192. 
42 Id. at 187 
43 Id. at 188, 193 
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例えば、S. E. C., Staff Speech, Generally Accepted Accounting Principles, Address of Earle C. King, Chief 
Accountant of the Securities and Exchange Commission before the New Jersey Society of Certified Public 
Accountants at Newark, N. J. Tuesday, October 5, 1948 and the Wisconsin Society of Certified Public Accountant at 
the University of Wisconsin, Madison, Wisconsin, Friday, October 15, 1948(1948), S. E. C. supra note 14, at 4-10 等. 
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第一節  問題意識 




















                                                  
1 金融庁企業会計審議会「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」（2003）3 頁。 
2 金融庁企業会計審議会・前掲注（1）3 頁。 










述の 2003 年時点の企業結合を二つの類型に分類する考え方を尊重するとしている。7 
他方、米国の会計基準作成組織である財務会計基準審議会（Financial Accounting 
Standards Board。以下、FASBという。8）は、日本に先駆けて、2001 年に公表した財務







                                                  
4 金融庁企業会計審議会・前掲注（1）6 頁。 
5 企業会計基準委員会企業会計基準第 21 号「企業結合に関する会計基準」（2008 年 12 月）第 17 項を参照。 
6 企業会計基準委員会・前掲注（5）、第 70 項を参照。 
7 なお、この理由づけについて「説得力は十分とはいえない」とする見解として、弥永真生「会社法から
みた企業結合に関する会計基準（案）の問題点」企業会計 Vol. 60 No.12（2008）84-85。 
8 米国の証券取引委員会（SEC）は、FASB の公表する財務会計基準書が｢実質的に権威を有するもの (as 
having substantial authoritative support)｣として認定している。(第三章を参照)。 













いう目的の下で正当化された時期（19 世紀未より 1935 年の公益事業持株会社法の制定期




ある。1929年の証券市場の大崩壊の後、合衆国 1933年連邦証券法（Securities Act of 1933）
及び 1934 年連邦証券取引所法(Securities Exchange Act of 1934)、そして 1935 年公益事業
持株会社法（Public Utility Holding Company Act of 1935）が制定されているが、第一段
階ではその前後の時期の状況も含めて考察をすることが必要となる。第二の段階は、アメ
リカ公認会計士協会（American Institute of Certified Public Accountants。以下、AICPA
という。）の会計手続委員会による 1950 年の会計研究公報（Accounting Research Bulletin。
以下、ARBという。）第 40号及び同第 48号の公表からAICPAの会計原則審議会（Accounting 
Principles Board。以下、APBという。）による 1970 年 8 月のAPB意見書第 16 号｢企業結
合｣の公表及びその後の実施期間である。ARB第 40 号は、企業結合会計について定めた最
27 
                                                  
10 BERNARD SCHWARTZ, THE ECONOMIC REGULATION OF BUSINESS AND INDUSTRY, A 
LEGISLATIVE HISTORY OF U. S. ｇREGULATORY AGENCIES §1, l04 (Chelsea House Publishers, R. R. 
Bowker company) 1973). 
 清水泰洋『アメリカの暖簾会計―理論・制度・実務―』（中央経済社、2003）34 頁。 
 
 初の会計基準であり、ここで企業結合には持分プーリング法又はパーチェス法のいずれか
を適用するという枠組みが確立された。ARB第 40 号及び同第 48 号に定められた内容には
曖昧な点が多いとの批判を受け、その改訂の必要性が指摘された。これを受けて、AICPA
の会計原則審議会（Accounting Principles Board。以下、APBという。）がAPB意見書第
16 号｢企業結合｣を公表した。APB意見書第 16 号は、その前身であるARB第 40 号及び第
48 号の欠点を補うものとして位置づけられていたものの、不備が多かったため、しばしば
その問題点を指摘された。第三の段階は、2001 年 6 月の財務会計基準審議会（FASB）に



















                                                  
11 J. W. Jenks, The Michigan Salt Association (Early Pooling.), in Trusts, Pools And Corporations 4 (Ph. D. 
WilliamZ. Ripley ed., 1905). 












合併運動（The great merger movement）の台頭16の時期を迎える。 
リプリー（Ripley）博士は、19 世紀末の米国におけるトラスト問題の歴史的経緯を次の
四つに区切って考察を行っている。その第一期は、1873 年から 1879 年までの長期の不況
からの復興を遂げ、近代的な大規模生産技術が進展し、有限責任の制度及び経営の委任と




て位置付けた。第二期は、1887 年から 1897 年までの時期であり、法的に厳密に言うトラ
ストが発生した時期である。スタンダード・オイル社によるトラストが「成功」をしたこ
29 
                                                                                                                                                  
13 Ph. D. WilliamZ. Ripley, Addyston Pipe Companay. (A condemned pool.) Introduction, in id. at 86-97. 
14 Ph. D. WilliamZ. Ripley, Introduction, in id. at ⅻ. 

















社（Northern Securities）事件についての決定が下された 1904 年以降であり、競争がもた
らす利点を主張する公衆（the public）及び個人生産者（the individual producer）と、寡
占の長所を主張する大規模産業を営む事業者らとの対立がある中で、既に蓄積された判例
法を踏まえるとどのような立法上の措置が適切であるかが問題とされた時期である。17 









                                                  
17 Ph. D. WilliamZ. Ripley , Introduction, in supra note 7, at ⅸ-ⅹ. 
18 州際通商法の詳細について。佐合紘一「アメリカ鉄道証券・財務に対する連邦規制の展開―1887 年州際
通商法から 1920 年運輸法まで―」経営研究第 40 巻第 3 号（通号第 223 号）（1989）4-5 頁。 















られなければならないのか(What earning capacity must be allowed to a property devoted 




                                                  
20 青柳文司『アメリカ会計学』（中央経済社、1986）453 頁。 
21 B.S. HARRY BAKER, PUBLIC UTILITY RATES10 (McGEAW-HILL BOOK COMPANY, INC. 1917). 
22 Richberg, Donald R., Major Problems Presented to State Commissions, in MORRIS LLEWELLYN COOKE, 
PUBLIC UTILITY REGULATION 55 (Ronald Press Co. 1924). 
23 Richberg, Donald R., in id. at 57. 
24 B.S. HARRY BAKER, supra note 21, at 13. 




















資産であるフランチャイズ権(franchises)を挙げることができる。すなわち、1915 年 7 月に





                                                  
26 B.S. HARRY BAKER, supra note 21, at 36. 
27 結果、公益事業会社に不利益をもたらす可能性のある評価業務の請負を職業専門家（engineer）が受注
しないという事態や公益事業に不利な財産評価を行う可能性のある者が失職するといった事態が生じて
いた。Id. at 52. 
28 Id. at 60-62. 
 

















わち、裁判所及び委員会はしばしば資本化された収益力（capitalization of earning power）
を含む要素を［レート・ベースに］逆流させて計算させており、このような混同が広く蔓
 







るという効果を持つので、当然のことながら道理に反する。」という箇所を特に引用している。Id. at 65-66. 
31 Id. at 67. 
32 PH. D. JOHN BAUER & NATHANIEL GOLD, B. S., LL. B., PUBLIC UTILITY VALUATION FOR 































33 Id. at 305. 
34 Willcox et al., Constituting the Public Service Commission of New York, v. Consolidated Gas Company. 212 U. S. 
19(S ct. 1909) ニューヨーク州の公益事業委員会と合併されたガス会社らとが州委員会による料率規制の
内容が違憲であるか否かを争ったもの。Id. at 306. 
35 Id. 







                                                 
占化をもたらす企業結合の進展が投資者らに好材料とみられたこと、金融構造の変化（ブ
ローカーズローンの規模の拡大、海外資金の流入）、金融市場の国際化の進展等の要因37 38




















38 C. P. キンドルバーガー（石崎昭彦、木村一朗訳）『大不況下の世界 1929－1939』（東京大学出版会、
1989）87-104 頁。 






































4 15. 1 Id. at 2
42 Id. at 219. 
43 Id. at 218. 















員会（The U. S. Senate Banking and Currency Committee）に対してその原因の究明及
び予防のために大規模な調査を行うよう授権し、大規模な調査45が行われた。この調査は、
同委員会の授権を受けた小委員会（subcommittee）において、1933 年 11 月から顧問
（counsel）を務め、主導したペコラ氏（Pecora, F.）46の名を冠してペコラ報告書と通称さ
れる。その成果は、今日でい
the Insull pyramid） に象徴される大規模なピラミッド型の企業集団
                                                  
45 STOCK EXCHANGE PRACTICES, 73TH CONG. 2ND SESSION, Report No.1455.(1934) 




SMITH, THE MONEY WARS:THE RIESE AND FALL OF THE GREAT BUYOUT BOOM OF THE 1980S 
65-70 ( Beard Books. 2000). 















取引され（widely marketed）、及び分売され、並びに異なる州の多数の投資者(large number 
















類型の持株会社を保有するために設立される持株会社を指す。1920 年代及び 1930 年代に、最も問題視さ
れたのがこの④のタイプである。）ENERGY INFO. ADMIN.OFFICE OF THE ADM’R, U. S. DEPARTMENT 
OF ENERGY，PUBLIC UTILITY HOLDING COMPANY ACT OF1935 : 1935-1992 (1993). 































































51 Public Utility Holding Company Act of 1935, 15 USCS § 79a (repealed 2005). 
52 持株会社の定義。Id. § 79b. 
























                                                                                                                                                 
又は議決権その他の権利を変更するために何らかの優位性若しくは権利を付加することが法に反する旨
を明文で規定している。See Id. § 79e. 
55 Id. § 79n. 
56 Id. § 79k. 
57 Id. § 79o. 
58 Id. § 79o(a)-(d). 
59 Id. § 79o(f). 
60 Id. § 79o(h). 
61 Id. § 79p. 















化を通して解消することであった。同法の施行後の 1950 年末には、759 の持株会社システ
                             







                     
63 FERDINAND PECORA, supra note 48, at 291-292. 
64 なお、公益事業持株会社法は、1935 年に制定された後、他のニュー・ディール立法に見られるように、
違憲判決（例えば、In re American States Public Service Co., 12 F. Supp. 667(D. Md. 1935)を受け、のち、1938
年に連邦最高裁によって合憲が判示されるという経緯を有する。S. E. C., Fourth Annual Report of the 
Securities Exchange Commission Fisical Year Ended June 30, 1938）6, 24(1938). 
65 S. E. C., Staff speech, McDonald, Harry A., What has the Public Utility Holding Company Act Contributed to the 
Utility Industry? At the Annual Convention of the Michigan Gas Association and the Michigan Electric Light 







SECに授けている 。SECは、1936 年 5 月





という課題も解決された。すなわち、1938 年 12 月の時点においては、14 の持株会社シス
テムが 10 又はそれ以上の数の州のガス又は電力サービスを支配しており、また、他の 14
の持株会社システムが 5 又はそれ以上の数の州について上記のような支配をするという状











 第四項 SEC  
 公益事業持株会社法の第 条（ rm 
methods for keeping accounts）の作成権限を 69
                                                
66 内訳は、電力が 249 社、ガスが 147 社、その他が 363 社であった。Id., at 3. 
67 草薙真一「米国連邦証券取引委員会の規則制定行為と登録公益事業持株会社」商大論集第 51 巻第 1 号
（1999）105 頁。 
6 //www.ferc.gov/legal/legal.asp. 8 See generally, http:






の対処として、1937 年 4 月から ASR を公表し始めた。1940 年には、レギュレーション S






                                                 
けた最初の一歩70」であるとされる71。のち、より広い範囲にわたる会計記録のための統
的手法（Uniform methods for keeping accounts）が 1936 年 8 月 8 日に公表され、1937
年 1 月 1 日に発効した72。以降、SECは、例えば翌年にフォームU-14-3 を公表する等、公
益事業持株会社の会計報告に係るルールを公表している。73 
SEC
内容を含め、合計で 7 つの ASR が公表されている。このうち、本稿との関連性が高い
ものとして、疑似再編・準再編（quasi-reorganization）に関連する問題に対処するために
公表された ARS 第 15 号がある（現在は、失効している）。 
資産の再評価を行うことによって、
 
70 S. E. C., Second Annual Report of the Securities and Exchange Commission Fisical Year Ended June 30, 1936, at 
43(1936). 
71 SEC は、採択にあたって、公益事業会社らの会計担当者、アメリカ会計士協会（American Institute of 
Accountants）の公益事業会計特別委員会、全国鉄道及び公益事業委員会（National Association of Railroad and 
Utility Commissioners）のメンバーと協力して作業を行った。S. E. C., Third Annual Report of the Securities and 
Exchange Commission Fisical Year Ended June 30, 1937, at 34(1937). 
7  Id. at 33-34. 2
73 なお、今日においては、公益事業のための統一会計制度（Uniform System of Accounts）は、公益事業に
対する諸規制と共に FERC（Federal Energy Regulatory Commission）の管轄下に置かれている。See generally, 
http://www.ferc.gov/legal/acct-matts/usofa.asp. 











         













の年報に掲載された上述の企業は、33 年証券法及び 34 年証券取引所法のみならず、1935
年の公益事業持株会社法の適用を同時に受ける公益事業持株会社でもあり、当時のSECに
よる公益事業規制と証券規制の表裏一体性の一端を窺わせる例と見ることができる。 





                                         
75 Id. at 173. 
76 Financial Accounting Standard Board, supra note 9 at para. B55. 
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 ARB第 40 号で示されたこのような基準は、具体的な数値基準を示したものではなかった










第一項 ARB第 40 号「企業結合」 

















                                                 


















――』（企業財務制度研究会、1996 年）143 頁。 
78 ARTHUR R. WYATT, A CRITICAL STUDY OF ACCOUNTING FOR BUSINESS COMBINATIONS 
(American Institute of CPAs. 1963).  
79 Id. at 104. 




ところが、APB 同年 12 月には、前述の決定――実験的に持分プーリング法を廃止す




























81 Michael Davis, APB 16 : Time to Reconsider; Acquisitions Disguised as Poolings Can Lead to Misleading 
Improvements in Earnings, Vol. 172 Journal of Accountancy (1991). 
82 JOHN C. BURTON., ACCOUNTING FOR BUSINESS COMBINATIONS : A PRATICAL AND EMPIRICAL 
COMMENT (Financial Executives Research Foundation. 1970). 





第二項 APB意見書第 16 号 
 持分プーリング法という会計処理方法には問題があると認識はされていたものの、既述
のように単に持分プーリング法だけに起因するものではないという指摘があったこと等を
受けて、AICPA は、1970 年 8 月に賛否双方を踏まえた折衷案ともいえる APB 意見書第 16
号を公表した。APB 第 16 号は、持分プーリング法の適用範囲を狭めるべく 12 項目に渡る
なければならない旨を明文で定めた。最終的に、APB 意見




なりの減少が見られ（Accounting Trend＆Techniques誌に掲載された 0 の会社のうち、






                                                 
要件を設け、その全てに適合し
書第 16 号は、最低可決数である 12 人中 6 人の賛成によってかろうじて採択された。 
号による持分プーリング法の削除とその理由
第一項 APB意見書第 16 号公表後の企業結合会計の焦点及びFASBの対応 
APB 意見書第 16 号の公表後、定められた 12 の要件について、AICPA は、30 件もの解






84 Id. at 60-61. 





1999 年 9 月には従来の企業結合会計及び無形資産会計を改訂することについての
提案を含めた公開草案が公表され、2001 年 6 月には、持分プーリング法を削除した SFAS
第 141 号「企業結合」が公表されるに至った。 




















見書第 16 号に照らして持分プーリング法を適用する場合には、12 の特定の要件に適合しな
ければならないこととされているが、その鍵となる要件は、現金や負債によってではなく、
 
86 Landro, Laura, Time, Warner Alter Merger-Pact Terms After Accounting Challenged by the SEC, Wall Street 
Journal, Apr. 14, 1989, at para. B3.. 
87 Pooling accounting: Hearing Before the S. Comm. on Banking, Hous., and Urban Affairs, 106th Cong, (2000) 
[hereinafter Hearing1] (Prepared testimony of Edmund L. Jekins Chairman Financial Accounting Standard Board). 
88 Accounting For Business Combinations: Should Pooling Be Eliminated? : Hearing Before the Subcomm. on 
Finance and Hazardous Materials of the Comm. on Commerce H. R., 106th Cong. 2  Sess. (2000) [hereinafter nd






例えば、A 社が B 社を 100 万ドルの A 社株式を以って買収し、数年後に A 社が B 社を
50 万ドルで売却した場合、一見、A 社にとってこの B 社の買収は失敗であるかのように見
える。しかし、持分プーリング法を適用すると、A 社は、B 社買収時に 100 万ドルを支払
ってはいるが、その金額は計上されず、B 社の価値は簿価そのままで 20 ドルとして計上さ
















出のバンク・ワンの有形資産に対する現金リターン率（return on average tangible equity）
はパーチェス法を適用した場合には 12%となるはずが、持分プーリング法を適用すると
27%となり、ファースト・ユニオン社の場合にはパーチェス法によれば 11.8%となるところ





















 第三項 SFAS第 141 号に示された持分プーリング法削除の理由 
FASBは、2001 年 6 月に、持分プーリング法を削除したSFAS第 141 号「企業結合」を
公表した。SFAS第 141 号では、同基準書を公表した理由として財務諸表の比較可能性の確
52 
                                                  
89 FASB の議長（当時）であるジェンキンズ氏の証言の中ではニューヨーク・タイムズ（The New York Times）
誌の「規制当局は紙の上のフィクションから会計を守れるか。（Can Regulators Keep Accountants from 
Writing Fiction?）」（1999 年 9 月 10 日付、Floyd Norris 氏著）という記事を引用する形で議論を展開して
いる。Hearing1, supra note 87; Hearing2, supra note 88. 



















                                                  
91 Financial Accounting Standards Board, supra note 9 at 5. 
92 Id, at para. B36.- B42. 
93 Id, at para.B39. 





藤静樹「財務会計―残された課題と新たなテーマ―企業結合会計の論点」企業会計 Vol.No.1(2001)22 頁） 
96 Financial Accounting Standards Board, supra note 28, at para. B45., B48.. 
























                                                  
98 Id. at para. B 54.. 
99 Id. at para. B55.. 
100 Id. at para. B56.. 
101 Id. at para. B57. -B 62.. 




























                                                  
103 Id at para. B68.. 
104 Id. at para. B75.-B76.. 





















































106 Hearing1, supra note 87 ; Hearing2, supra note 88, at 72. 













上記改正では、連結財務諸表規則の第 1 条第 3 項を新設し、「企業会計の基準について
の調査研究及び作成を業として行う団体」について 5 つの要件（独立性のある民間団体で
あること（同項 1 号）、活動財源の由来（同項 2 号）、専門性のある合議制機関（会計基





                                                        
1 同日付で改正された内閣府令は 11 件である。金融庁ホームページ
http://www.fsa.go.jp/news/21/sonota/20091211-7.html を参照（2012 年 10 月 23 日時点）。 
2 金融庁ホームページ http://www.fsa.go.jp/news/20/20090616-1.html を参照（2012 年 10 月 23 日時点）。 










られていた者が金融庁内の企業会計審議会（連結財務諸表規則第 1 条 2 項等）と金融庁長
















                                                        
4 安藤英義「IFRS 任意適用に向けた課題と制度上の準備状況」商事法務 1881 号（2009）8 頁。 
5 なお、国際会計基準のコンバージェンス或いはアドプションの方向性について、斎藤静樹「コンバージ
ェンスの岐路と IFRS の求心力」企業会計 62 巻 2 号（2010）6－13 頁。 
6 弥永真生ほか「国際会計基準が企業法務に与える影響（上）」商事法務 1887 号（2010）11 頁［弥永発言］、
同 14－18 頁［小松、秋葉、弥永発言］、松尾直彦「金融商品取引法における国際会計基準のエンフォース





 米国では、2002 年のサーベンス・オクスリー法（Sarbanes and Oxley Act。以下、SOX 法
という。）の第 108 条及び第 109 条を介して、33 年証券法に新たに条文が設けられる形を
通じて会計基準作成主体についての規定が導入された。すなわち、33年証券法の第 19条（b）
項である（内容については後述）。日米それぞれの条文を比較してみると、米国では、基
準作成主体の活動財源について詳細な規定（SOX 法の第 109 条）が置かれており、端的に









第一項 米国 33 年連邦証券法第 19 条（b）項の概要と意義 
 米国 33 年証券法第 19 条（b）項は、①民間の団体として設立され、②管理・運営の目的
に照らして、構成員の過半数が公認会計士事務所のアソシエイトではない、公益に貢献す




計基準（generally accepted accounting standards。以下、GAAP という。）」として SEC が認
定できる旨を定めている。 













の枠組みは、1938 年にSECが公表した会計連続通牒（Accounting Series Release）第 4 号に端
を起き、のち、財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board。以下、FASBと




の公表する行政上のルール（前述の会計連続通牒第 4 号及び同 150 号。それぞれ現在は、
財務報告通牒（Financial Reporting Release。以下、FRRという。）101 以下に再編纂されてい
る。）に制度の枠組みの根拠が置かれてきたが、33 年証券法 19 条（b）項の新設によって






 SOX 法の改正内容は多岐にわたるが、本論文との関連で注目すべきは、FASB の財源を
確保することによって、FASB がそのルールに従って財務諸表を作成しなければならない企
業やその会計事務所に対して資金の拠出を求める必要性をなくし、FASB の独立性を強化し
た点であり、同法の制定に伴い、33 年証券法第 19 条（b）項は会計基準作成主体が 2002 年
SOX 法第 109 条に基づいて資金提供を受ける旨を定めるよう改正され（33 年法第 19 条（b）
61 












                                                       
 会計基準作成主体は、年度が開始する 1 カ月前までに当該年度の予算案を策定し、会計
基準作成主体の内部手続きに従って審査をし、承認を受ける（shall be reviewed and approved）
（SOX法第 109 条（b）項）。なお、会計基準作成主体と同様に発行者からの会計支援費に

















8 Order Regarding Review of FASB Accounting Support Fee for 2010 under Section 109 of the Sarbanes-Oxley Act 
of 2002, Securities Act Release No. 9105, Exchange Act Release No. 61468, 75 Fed. Reg. 6231-6232(Feb. 2, 2010). 
 
  










の第 13 条（b）項（2）（C））。ただし、刑事罰の適用対象からは除外されている（34 年






第 108 条および第 109 条の考え方の元となった法案が存在する。すなわち、財務会計基準





                                                        
9 Financial Accounting Standards Board Act, H. R. 5058, 107th Cong. (2002). 
 
  
 FASB法案は、全 7 条から成り、その第 3 条は、すべての連邦規制プログラム（Federal 
regulatory program10）下で準拠が求められるGAAPに適合しているか否かを判断するにあた
って、FASBの公表する会計基準を権威のあるもの（authoritative）とする旨の規定を置いて
おり、その他にFASBの責務（第 4 条）、会計基準作成にあたって遵守すべき事項（第 5 条）、










する聴聞会11での議論等を経て、SOX法の第 108 条及び第 109 条の創設に一定の影響を及ぼ
したものと見ることができる。 






                                                        
10 連邦規制プログラムとは、合衆国憲法の通商条項に基づいて制定され、かつ、州際または渉外の通商に
係るレギュレーションを定めるプログラムを指す。同法案の第 2 条の定義を参照。 
11 Financial Accounting Standards Board Act: Hearing on H. R. 5058, Before the Subcomm. on Commerce, Trade 
and Consumer Protection. of Comm. on Energy and Commerce, 107th Cong. (2002)［hereinafter Hearing 1］. 
12 次の 5 名である。Jenkins, Edmund L. (当時の FASB の議長)、Dharan, Bala G. (ライス大学(Rice University)
の教授)、Coffee, John C., JR. (コロンビア大学(Columbia University)の教授)、Lev, Baruch(ニューヨーク大学

























費を割り当てる方法を採っていた全米証券業協会（National Association of Securities Dealers）
65 
                                                        
13 Hearing 1, supra note 11, at 42 (prepared statement of Bala G. Dharan, J. Howard Creekmore Professor of 
Management, Rice University). 
14 Id. at 51 (prepared statement of John C. Coffee, Jr., Adolf A. Berle Professor of Law, Columbia  









                                                        




引として表示し、また、③連結対象としていない SPE に対して株式を割り当て、その対価は SPE の中期債
（notes）であった。さらに、これら株式の売買を独立当事者間取引として扱った。これらの行為が不正と
なるかどうかを分けるポイントは、会計基準上、当該 SPE が連結対象となるかどうかという点であったが、
当時の GAAP では、SPE が連結対象とならない場合の要件として次の 2 つの内容を定めていた。一つ目の


























Issue Task Force。以下、EITF という。）が非公開で活動することを正当化する主張は行き
過ぎであると指摘した。その理由として、仮にこのケースが正当化されてしまえば、おそ
らく全ての行政機関が同様の主張をし始めるおそれがあること、また、SEC と FASB との
間で現在採られている検討内容の事前の公示及び協議という方法は、運営コストが低いこ











                                                        
17 正確には、テキサス大学の Powers Jr., William C 氏による、エンロン社の取締役会の特別調査委員会によ





















 また、FASB が会計基準を策定する手続きに関して、現在の FASB の体制は、モデルとし
た合衆国連邦行政手続法（Federal Administrative Procedure Act）よりもさらに開かれたデュ
ー・プロセスが求められるものとなっていることを述べた。FASB と FAF とが絶えずデュ
ー・プロセスの改善を試みていることを主張し、例えば、2002 年 1 月にも FASB の構成員
及び財務会計基準助言会議（Financial Accounting Standards Advisory Council）からの要請に
基づき複数の対応策（作成される基準の質に妥協しないための決議要件の変更や FASB が
68 
                                                        
18 Id. at 54. 
19 Id. at 35-36. 























 2 まとめ 
 FASB 法案は、単独の法律として採択されこそしなかったものの、法案の審議過程におけ






                                                        












SOX 法の制定に先立って、合衆国議会では、前節で検討を加えた FASB 法案の聴聞会の
ほかにも数々の聴聞会が開催された。そのうち、会計基準のあり方や FASB と SEC の関係
性といった問題を討議対象として取り挙げたものがいくつか存在する。 
 以下では、①2002 年 2 月に下院のエネルギー及び通商委員会（Committee on Energy and 
Commerce）の下で開催された「現行の財務会計基準は投資家を保護しているか。（Are Current  
Financial Accounting Standards Protecting Investors？）」と題する聴聞会23 24、②2002 年 5 月
に下院の財務サービス委員会（Committee on Financial Services）の下で開催された「企業会
計の実務：GAAPは信頼できるものか（Corporate Accounting Practices：Is There a Credibility 
70 
                                                        
22 早川豊『米国企業会計制度の研究』29－34 頁（北海道大学図書刊行会、1982）。 
23 Are Current Financial Accounting Standards Protecting Investors? : Hearing before the Subcomm. on Commerce, 
Trade, and Consumer Protection of Comm. on Energy and Commerce，107th Cong. (2002) [hereinafter Hearing 2]. 
24 この聴聞会の主たるテーマは、エンロン社による会計不正の事件に関連した①SPE の連結はずし問題と
②デリバティブ及び財務契約（financial contracts）の会計処理であり、会計基準作成主体のあり方について
正面から論じられたものではない。聴聞会には、次の 5 名の参考人が参加している。Herdman, Robert K. (SEC
主席会計官)、Jenkins, Edmund L.(FASB 議長)、Castllano, James G.(アメリカ公認会計士協会の委員長)、
Hinchman, Gracel. (Public Affairs, Financial Executives International 社のシニア・ヴァイス・プレジデント)、















知見を 10 の教訓（the ten lessons28）にまとめ、発言の内容としている29。うち第 9 の教訓は、
71 
                                                        
25 Corporate Accounting Practices：Is There a Credibility GAAP? : Hearing before the Subcomm. on Capital 
Markets, Insurance, and Government Sponsored Enterprises. of Comm. on Financial Services, 107th Cong. (2002) 
[hereinafter Hearing 3].  
26 この聴聞会は、2002 年 5 月 1 日と同年 5 月 14 日の 2 日間にかけて行われた。主たる議題は、企業会計




クションの背景が含まれ、第二日目の内容には、GAAP に関する SEC と FASB の役割の紹介、透明な財務
情報の重要性、FASB の構造、ミッション及び活動の内容、FASB が会計基準を設定するにあたって従う特
定の手続きの紹介であった。なお、第 2 日目の参考人は、Herdman, Robert K.（SEC 主席会計官）、Jenkins, 
Edmund L.(FASB 議長)、Verrecchia, Roberte（ペンシルバニア大学の教授）ほか 3 名の合計 6 名である。 





























繋がる。Id. at 65-67. 
29 Id. at 62-67. 
30 Id. at 66. 























家委員会（Accounting Standards Executive Committee。以下、AcSECという。）に多くの課題
を検討させていることを挙げた。AcSECによるガイダンスは高品質ではあるものの、意思
73 
                                                        
32 Hearing 3, supra note 25, at 78. 
33 Id. at 157. 
34 Hearing 2, supra note 23, at 14. 
35 Hearing 3, supra note 25, at 157. 





























                                                        
37 Id. at 14. 




書第 133 号及び第 140 号は、その典型的な批判対象となっていると指摘した。39 
 4 プリンシプル・ベース型会計基準への志向について 























                                                        
39 Id. at 14. 















 6 小括 

















                                                        





                                                       
あるということは本章の冒頭でも述べたとおりであるが、この点に関して、2009 年 12 月の
























43 東京証券取引所・有価証券上場規程第 451 条参照。 
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る企業の対象範囲の確定がなされた1。上記改正では、連結財務諸表規則第 1 条 3 項に会計
基準作成主体が備えるべき要件が定められた一方で2、金商法上の「国際会計基準」につい
て、「国際的に共通した企業会計の基準として使用されることを目的とした企業会計の基







 折しも、2010 年 11 月、国際財務報告基準財団（International Financial Reporting Standard 
Foundation。以下、IFRS財団という。）の評議員会（the Trustees）5は、IASBの始動後 10 年
 
1 平松朗ほか｢IFRS の任意適用に係る連結財務諸表規則等の改正｣別冊商事法務編集部『IFRS の任意適用に
係る改正連結財務諸表規則等・開示例の解説』（2010）2 頁。 
2 連結財務諸表規則第 1 条の 3 参照。 
3 連結財務諸表規則第 1 条の 2 第 1 号ニ及び「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則に規
定する金融庁長官が定める企業会計の基準を指定する件」（2010 年 11 月金融庁告示第 69 号）第 2 条参照。 
4 連結財務諸表規則第 93 条参照。 
5 組織・機関の名称の和訳については、便宜上、国際財務報告基準財団の公表資料「財団とその活動の紹
介」に従っている。当該資料は、 http://www.ifrs.org/The-organisation/Documents/WhoWeAre2012Japan.pdf に
て入手可能（2012 年 10 月 23 日現在）。 
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が経過したこと等6を受けて、将来の組織のあり方を問うために、「評議員会による戦略の























6 IFRS 財団の評議員会には、5 年毎に組織の構造や有効性の見直しを行うことが義務付けられている。IFRS
財団の定款第 17 条(c)項及び同(d)項を参照。 
7 Trustees seek public comment on the future strategy of the IFRS Foundation( 05 November 2010),  
http://www.ifrs.org/News/Press+Releases/Strategy+Review.htm (last visited 23, Oct, 2012). 
8 最上敏樹『国際機構論』（東京大学出版会、第二版、2006)3 頁、222 頁。 
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 国際会計基準は、1960 年代から 70 年代にかけて多国籍事業の展開が旺盛となり、世界的
に統一された会計基準のニーズが高まったことを受けて誕生した。1973 年、現在のIASBの














る。KEES CAMFFERMAN & STEPHEN A. ZEFF, FINANCIAL REPORTING AND GLOBAL CAPITAL 
MARKETS : A HISTORY OF THE INTERNATIONAL ACCOUNTING STANDARDS COMMITTEE 1973-2000 
1,44 (Oxford University Press. 2007) ; ROBERT J. KIRSCH PH.D., THE INTERNATIONAL ACCOUNTING 
STANDARDS COMMITTEE: A POLITICAL HISTORY 41 (Wolters Kluwer. 2006). 
10 創設の初年度から資金の遣り繰りが困難となり、急遽、Leverhulme 財団から寄付を受けて難局を凌いだ
とされている。CAMFFERMAN & ZEFF, supra note 9, at 82-83. 
















Organization of Securities Commissions. IOSCO）によってIASCの中核的会計基準の受入れが表
1977 年－1982 年：非発起メンバー（non-founder member）は発起メンバーの権限面での優越性に困惑して
いた。各国の会計基準作成主体との連携（合同ワーキングパーティー）が開始した。創設以降一貫して財
政難に直面する。 
1982 年－1985 年：IASC の審議会に四つの新しい国の出身者が追加される。依然として財政難に直面して
いた。 
1985 年－1990 年：引き続き財政難に直面する。 
1990 年－1994 年：各国の会計基準作成主体との連携強化が図られる。IASC のメンバーの交代等が行われ
たが、発起時のメンバー9 人のうち 8 人は留任した。 
1995 年－2001 年：各国の会計基準作成主体との連携は継続されたものの徐々にフェードアウトしていく。




され、提案自体が立ち消えた。Kirsch, supra note 9, at 38. 
13 KIRSCH PH.D., supra note 9, at 38. 
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 これらを受けて、IASCでは、1996 年 9 月に戦略調査委員会（Strategy Working Party。以
下、戦略WPという。）が組成された。戦略WPは、1998 年に「討議資料：将来のIASCのあ









（以下、本稿で主に取り扱う 2010 年のIFRS財団によるパブコメと区別するために 99 年パ
ブコメ募集という。）を行った。この 99 年パブコメ募集には 86 件のコメントが寄せられ、
これを元に戦略WPは、IASCの審議会に対して 1999 年 11 月末日に「将来のIASCのあり方
への勧告（Recommendations on Shaping IASC for the Future）」を提出し、かつ、公表した。
IASCの審議会は、これを承認し、同時に、新組織の初代評議員 （Trustees）を指名する指







14 CAMFFERMAN & ZEFF , supra note 9, at 338-339. 
15 Id. at 436-466. 
16 Id. at. 496. 
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そもそもモニタリング・ボードとは、「…金融庁、IOSCO、ECおよびSECによるIASCFの組
織の仕組みを強化するための改革提案のもとでのモニタリング・ボディの設置構想を拠り
所としている。…IASCFは、2009 年 1 月に定款改定を行うとともに、IASCFに対する公式の
監視組織としてのモニタリング・ボード…との公式な組織的関係の構築を展開した」もの
とされる17。設置の経緯からも現在のモニタリング・ボードの姿は暫定的なものとみること




による戦略の検討状況レビュー（Status of trustees, strategy review）」（以下、「レビュー」
という。）の概要を確認する。 
 第一項「評議員会による戦略の検討状況レビュー」の概要 











17 杉本徳栄｢会計基準設定と IFRS｣別冊企業会計『IFRS 導入の論点』（中央経済社、2010）89 頁。 
18 International Financial Reporting Standards Foundation, Paper for Public Consultation Status of Trustees’ 
Strategy Review 5 November 2010(revised on 26 November 2010 to reflect new deadline for comments) (2011), 
http://www.ifrs.org/News/Press-Releases/Documents/StrategyReviewREVFORDATE.pdf. 
19 Id, at 2. 
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20 Id, at 2. 
21 本パブコメ募集は、2011 年 2 月 24 日に締め切られ、最終的に 81 件のコメントが寄せられた。全てのコ
メントが IFRS 財団のウェブサイト上で公表された。 

























 第一項 国際財務報告基準財団の運営機構 
 以下では、上記の事項について検討を加えるためにパブコメ募集期間中である 2011 年 2
月時点の IFRS 財団の構造について確認および検討したい。今日の IFRS 財団は、モニタリ
ング・ボード、評議員会（Trustees）、IASB 及び国際財務報告基準解釈指針委員会（IFRS 
Interpretations Committee。以下、IFRIC という。）の 3 つの階層によって構成されている。
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このうち、評議員会は、IASB、IFRIC、諮問委員会（Advisory Committee）のメンバーの指
名（IFRS 財団の定款 15 条（a）項、同（b）項）及び解任（定款 16 条）等の権限を有する
ほか、活動財源を確保する責任（定款 13 条（a）項）等を負っている。評議員会は、22 名
の個人で構成され、定款にその出身国の地域について定めが置かれている。すなわち、ア
ジア／オセアニアから 6 名、欧州から 6 名、北米から 6 名、アフリカから 1 名、南米から 1
名、地域の限定のないが 2 名分となっている。全体として、監査人、財務諸表作成者、財
務諸表用者、学者、規制当局の公務員らによって構成される（定款 6 条）。評議員のうち 2
名については、国際的な監査法人のシニア・パートナー（senior partners of prominent 



















23 なお、IFRS 財団のウェブサイト上の紹介では、評議員会に内設された指名委員会（Nominating Committee)
の職務内容として、評議員の候補者の推薦が紹介されている。定款には指名委員会についての記載は見当
たらない。http://www.ifrs.org/The+organisation/Trustees/Trustee+Committees.htm ( last visited on 28, Oct., 2012) 
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ング・ボードとの間で構築することが義務付けられている（定款 17 条（b）項）。 
第二項 国際会計基準審議会及び国際財務報告基準解釈指針委員会の役割 






については関与をしないこととなっている（定款 15 条（i）項）。 
IASBは、14 名の個人で構成され24、IASBのメンバーは、15 条（a）項に基づき、評議員
会の指名を受ける。IASBのメンバーの出身エリアについては、アジア・オセアニアから 4
名、欧州から 4 名、北米から 4 名、アフリカから 1 名、南米から 1 名、全体的な地域的バ
ランスを保つために出身地域の限定のない者が 2 名と定められている（定款 26 条）。評議
員会は、IASBが監査人、財務諸表作成者、財務諸表利用者及び学者からなる、その時々の
実務を反映した適切な構成となるように指名をしなければならない（定款 27 条）。IASBの





ィブを有さないこと等が求められる（定款 25 条及び 32 条）。評議員とIASBのメンバーと
 
24 2012 年 7 月 1 日までに 16 名に増員されることになっている。 
25 IFRS 財団の定款の附属文書（Annex)を参照。 
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を兼任することはできない（定款 25 条）。また、IASBは、IFRSの収斂を促進させるために、
各国及びその他の会計基準作成主体等と連携をすることとされている（定款 28 条）。 
すべての IASB の構成員は、一人一議決権を有する。技術的事項その他の事項の決議いず
れについても、委任状による議決権の行使や代理による議決権行使は認められない（定款
35 条）。財務報告基準の公開草案又は IFRS の公表については、16 名以下が出席する場合
には 9 名の同意を要し、16 名が出席する場合には 10 名の同意を要する。討議資料の公表を
含めた IASB のその他の事項の決定については、IASB の構成員の 60％が直接に、又は電信









IFRIC は、14 名の議決権を有するメンバー（voting member：以下、有議決権メンバーと
いう。）によって構成され（定款 39 条）、その指名は、評議員会が行う。IFRIC の有議決
権メンバーの指名にあたっては、IFRS 適用の実務及び IFRS に基づいて作成された財務諸表
の分析に関する、市場での経験及び技術的専門性が最善の状態で組み合わされなければな
らないとされている（定款 39 条）。評議員会はまた、IASB の技術的活動部長（the Director 
of Technical Activities）もしくは IASB の別のスタッフのうち上級職メンバーまたは適切な能





26 International Accounting Standard No.8, Approval by the Board of IAS8 Issued in December 2003, Basis for 
Conclusions on IAS8 Accounting Policies, Changes in Accounting Estimates and Errors, BC13-BC19 を参照。 
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有する（定款 40 条）。IFRIC の会議の定足数は、有議決権メンバー10 名の出席による。IFRIC
の議長の裁量によって、例外的な場合には、IFRIC のメンバーは自身の代理人を派遣するこ
とを認められるが、当該代理人は議決権を有しない（第 41 条）。IFRIC の会議には、1 な
いし 2 名の IASB メンバーが非・有議決権メンバーとして出席しなければならない。左記以























































27 Cox, James D., "Coping in a Global Marketplace: Survival Strategies for a 75-Year-Old SEC" 940(2009). Duke 


















 なお、以下では、これまで述べた考えに基づいて筆者が IFRS 財団に実際に提出したコメ
ントを資料として附すこととした。 






Comment: Yes, it should be amended. The reasons for this are set out below. 
1.  The current Constitution does not articulate the vision or aims of the IASCF. That is: “why do 
we need globally uniform financial reporting standards?”; “what benefits will globally uniform 
financial reporting standards bring us?”; and “what aims is the organization attempting to fulfill 
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through globally uniform financial reporting standards?”  In my understanding, the answers to these 
questions cannot be found in the current Constitution. 
2.  Regardless of type of the organization, it can be said that if the organization is not able to 
resolve the question of “why” - the aim of existence - clearly, it will never be able to find the answer 
to the question of “how” - the way it operates or its governance. This is especially the case for an 
international organization like the IASCF that depends on multilateral consensus. In my 
understanding, the current Constitution is only states “what” the IASCF engages in. Clearly stating 
its vision or aims and having those confirmed by all constituents as being for the common benefit of 
all of stakeholders are crucial to the continuing existence of the organization. In this respect, the 
Charter of United Nations28 and/or the aims of the International Organization for Standardization29 
represent applicable precedents. 
3.  If the development of IFRS has been initiated in response to the globalization of financial 
markets, then the main role of the IASCF should be the development of the most relevant system for 
formulating normalized financial report standards for globalized markets. 
 Today, particularly in the aftermath of the 2008 global financial crisis, the merits and demerits of a 
globalized market have been argued about and there has been literature highlighting the demerits of 
globalization. Nevertheless, even if some of the stated demerits bring serious negative consequences, 
it is impossible to stop the wave of globalization. If so, what are needed are the methods or measures 
to prevent further crises and/or absorb the shock of the current crisis. For that purpose, efforts were 
initiated by some nations (i.e., the G20) and by some of regulatory agencies (i. e., IOSCO). However, 
it is possible that these efforts will focus only on seeking short-term reactive measures to the 
financial crisis rather than permanent solutions that address underlying issues in a more balanced and 
considered way.  
4.  In my opinion, IFRS’s vision or aim should be s contributing to the strengthening of the global 






information. At a minimum, the IASCF should clearly state its policy with respect to engaging with 
various constituents of the global capital markets, and the ultimate characteristics the IASCF would 





Comment: These should not be reconciled. The reasons are set out below. 
1. Independence is an important feature of financial reporting standards. In many countries, financial 
reporting standards have historically been set by private organizations. This practice has arisen 
because it is understood that private bodies could eliminate the possibility of political influence and 
ensure the independence of financial reporting standards. Thus, maintaining independence has been 
the base premise of a private organization’s existence. 
2. Therefore, if the financial reporting standards come under political influence that brings change to 
financial reporting standards, the base premise for a private organization’s existence will cease to 
exist. For this reason, I propose that it should not be reconciled. 
3. However, if it is clear that a financial reporting standard is flawed, it should be remedied 
regardless of public policy concerns. Therefore, in my understanding, it is most important to 
carefully determine whether the change of financial reporting standard has been on account of 
political notion or a genuine flaw itself.  








Comment: The structure and the governance of the organization should be rebuilt fundamentally. 






Comment: Yes, further steps are required. My recommendations are set out below. 
1. The brief conclusion of my suggestions are as follows: 
(a) to eliminate the Trustees, the Monitoring Board and the Advisory Committee, and 
(b) to establish a “general assembly” as the decision-making organ and a “council” or “standing 
committee”30 as the executive organ of the organization. 
 Members of the general assembly should be comprised of representatives from standard setters and 
other stakeholders (both public and private) of the nations/districts which already use or are going to 
use IFRS. Members of the council should be elected by the general assembly. The IASB and IFRIC 
should maintain current status except with respect to the nomination power of members. (More 
detail will be described below.) 
2. The basis for my suggestions is as follows: 
The current structure and governance of the organization are defective in respect of ensuring the 
legitimacy of the organization. The organization lacks an effective structure for enabling multilateral 
decision making, and in this respect it has not secured “legitimacy” and “international” standards in 
the real senses of these terms. The IASCF has to realize that the current governance structure of the 
organization is too closed for an influential global standards setting body, and that some 
countries/districts are racing to send their representatives to the Trustees of the IASCF. In my view, 
                                                        
30 These appellations are given ad-lib for this comment letter.  
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this kind of circumstances is quite unhealthy to the legitimacy of the organization. In this regard, I 
suppose that the way of ISO31 might serve as good reference. 
3. The IASCF introduced the system of the Monitoring Board in 2009. Although this is a 
praiseworthy effort, it seems, however, that the current system is not enough to secure the legitimacy 
because the constituent membership of the Monitoring Board is still too closed. 
4. In this regard, I suggest that the IASCF demolish the Trustees and the Monitoring Board system 
which holds the area assignment for membership32 and instead establish a system which reflects the 
intentions of the countries/districts that are already using and are going to be using IFRS, namely a 
“general assembly” and a “council”.  
5. From the aspect of governance based on legitimacy, it is difficult to find the positive meaning and 
role of the Advisory Council, because it is doubtful that a “forum” with merely 30 parties is “public” 
in the real sense of the term. That is, the Advisory Council is a mechanism which allows for the 
formulation of a biased view. For this reason, I suggest that the IASCF demolish it and incorporate 
its function into the general assembly. 
6. In the same sense, the nominating process for IASB and IFRIC members should be more 
multilateral. In my suggestion, the council prepares a list of candidates for IASB membership, and 
the general assembly holds an election in accordance with the rule of the majority. However, the 
current criteria for IASB Members (Annex of the current Constitution) should be retained as is. 
7. The details are as follows: 
7-1. The features of the general assembly: 
  The general assembly shall be comprised of full-members and observers. 
The powers of the general assembly shall be as follows; 
(a) to approve the nomination of council members; 
 
31 http://www.iso.org/iso/about/discover-iso_isos-name.htm 
32 Section6 and 7 of the Constitution. 
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(b) to approve substantive matters, which shall be described in the authority of the general 
council; and 
(c) other matters appropriate to the authority of the general assembly. 
   The requirements for full- members should be as follows: 
(a) requirement for national origin : the countries/districts that use IFRS; and 
(b) requirement for the number of full-members from each country/district: two, with one 
full-member being a representative of the national standards setter, and the other a stakeholder 
(which shall not be limited to the private sector). 
The powers and duties of full-members should be as follows; 
(a) each full-member of the general assembly shall hold one vote which shall rank evenly with 
all other votes; and 
(b) full-members of the general assembly should be required to pay a membership fee. 
The requirements for observers should be as follows: 
(a) any international organizations which have a stake in financial reporting standards ( i.e. The 
Basel Committee, IOSCO); and 
(b) other organizations which have a stake in financial reporting standards (i.e. the current 
members of the Advisory Committee). 
The powers and duties of the observers to the general assembly should be; 
(a) to attend the meetings of the general assembly, including the right to speak in relation to the 
issues being considered at the meeting, but not to vote; and 
    (b) observers to the general assembly should be required to pay a fee for their observer status. 
7-2. The features of the council. 
The requirements for the members of the council should be as follows: 
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(a) the members of the council shall be nominated by the general assembly, 
(b) the members of the council shall be persons who possess sufficient knowledge and 
experience in financial reporting and other related areas, and shall include auditors, 
representatives from the corporate and investment / banking sectors, scholars and others.  
 
The council may establish a standing committee with the approval of the general assembly.  
The substantive matters the council should decide upon, and submit to the general assembly for 
approval are as follows; 
(a) to nominate candidates for membership of the IASB and IFRIC; 
(b) to decide upon and revise the procedure and rules relating to the management of the IASB 
and IFRIC; 
(c) to draft the budget of the organization and allocation of the member fees; and 






I do not propose to respond to this question due to time limitations. 
6. Will the IASB need to pay greater attention to issues related to the consistent application 
and implementation issues as the standards are adopted and implemented on a global basis? 







Comment: Yes, there are. As I stated previously, I suggest extending the membership of the 




Comment: I request that the IASCF accept languages other than English when soliciting feedback. 
The current practice of only accepting English feedback is quite unfair for persons whose first 
language is not English.  
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EUでは、2002 年に公布されたEU規則第 1606/1602 号1（以下、EUの国際会計基準規則と
いう。）において、EU加盟国の域内市場で取引される証券を発行する会社の 2005 年 1 月 1
日以降の連結財務諸表については国際会計基準に基づいて作成しなければならない旨が定
められ（EUの国際会計基準規則第 4 条）、既に国際会計基準（正確には、EUの国際会計基
準規則第 6 条 2 項の手続きに則ってEUが採択した国際会計基準。2）の適用が開始されてい
る。これは、2000 年 6 月に欧州委員会によって公表された「EUにおける財務報告について







1 Council Regulation 1606/2002, art. 4, 2002 O. J. (L 243) 1. 
2 Cox, James D., "Coping in a Global Marketplace: Survival Strategies for a 75-Year-Old SEC" 948(2009). Duke 
Law Faculty Scholarship. Paper 1969.http://scholarship.law.duke.edu/faculty_scholarship/1969 
3 Commission of The European Communities, Communication from The Commission To The Council and The 




                                                       
れぞれが定める会計処理方法が異なっていること、いわゆる会計の概念レベルでの食い違
い等の存在が指摘されているところである4。 
 国際会計基準の導入にあたって、英国では、国際会計基準（International Accounting 
Standards。以下、IASという。）第一号の「財務報告の目的」でいう「公正な表示（fair 












第一項 2006 年英国会社法と真実かつ公正な概観 
 
4 尾崎安央「IFRS の導入と会社法会計」企業会計 Vol. 61 No. 9(2009)2-5 頁、弥永真生「国際会計基準の会
社法制への影響」岩原紳作・小松岳志編『会社法施行 5 年 理論と実務の現状と課題』(有斐閣、2011)205
－212 頁。 
5 Review of practical Implementation Issues Relating to International Financial Reporting Standards Case Study of 
the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland, U. N. Conference on Trade and Development, Trade and 
Development Board, Investment, Enterprise and Development Commission, Intergovernmental Working Group of 
Experts on International Standards of Accounting and Reporting, 25th Sess., para. 9, TD/B/C.II/ISAR/48 (2008). 
6 The Financial Reporting Council, The True and Fair Requirement Revisited (2008), 




以下ではまず、2006 年英国会社法上の会計基準の適用及び TFV 要件に関する条文の規定
を確認する。 
 まず、単体の計算書類の作成（individual accounts）について、会社は、会社法基準によっ
て作成する単体の計算書類（Companies Act individual accounts）（第 396 条※以下、引用条
文は英国 2006 年会社法のものである。）と国際会計基準によって作成する単体の計算書類
（IAS individual accounts）（第 395 条（1）項（b））とのうちいずれかを選択することがで
きる（第 395 条（1）項）。 
 次に、連結の計算書類（group accounts）の作成については、連結会計を作成すべき会社
のうち、EU の国際会計基準規則の第 4 条に定められた EU 域内の被規制市場にその有価証
券を上場する会社は、国際会計基準に基づいた連結計算書類（IAS group accounts）の作成を
しなければならない（第 403 条（1）項）。その他の会社は、会社法基準による連結計算書
類（Companies Act group accounts）（第 404 条）と国際会計基準による連結計算書類（第 395
条（1）項（b））のうちのいずれかを選択することができる（第 395 条（1）項）。 
 TFV 要件がどういった形で求められているかという点を見ると、英国 2006 年会社法は、
会社法基準による計算書類についてのみ、単体であるか連結であるかを問わず、明文で直
接的に TFV の要件の遵守を求めている。以下、関連する規定の内容と供に確認する。①計
算書類は、TFV を供するものでなければならない（単体：第 396 条（2）項、連結：第 404
条（2）項）。②計算書類の作成は、国務大臣（Secretary of State）が規則（regulation）とし
て定める書式等に沿って作成されなければならない（単体：第 396 条（3）項、連結：第 404
条（3）項）。③会社法や規則の定めに従うだけでは TFV を供するに十分でない場合には、
注記等の追加的情報が付されなければならない（単体：第 396 条 4 項、連結：第 404 条 4
項）。④上記の規定を遵守することで却って TFV の提供が損なわれるときには、TFV を供
するに必要な範囲において、当該規定から離脱しなければならない（単体：第 396 条 5 項
前段、連結：第 404 条 5 項前段）。その場合には、当該理由及び影響を注記に示さなけれ





                                                       
ている7ものの、上で述べた会社法の基準に基づいた会計に対するような方法（直接的にTFV















7 なお、このような注記での開示を求めるという方法は、Large and Medium-Sized Companies and Groups
（Accounts and Reports）レギュレーション 2008 の書式 1 の第 3 パートの 45 段落の、適用可能な英国の会
計基準に基づいて会計を作成した場合についての内容と類似している。監査報告書では、年次会計が会社
法（TFV を提供しているかどうか）又は IAS レギュレーションの第 4 条（公正な表示がなされているかど
うか）に基づいているかについての会計監査役の意見が記載されなければならない。The Financial Reporting 
Council, supra note 6, para. 34. 
8 U. N. Conference on Trade and Development, supra note 6, para. 9. 
9 訳語については、イギリス会社法制研究会（代表者 川島いづみ）「イギリス 2006 年会社法（10）」
比較法学 44 巻 3 号（2011）182 頁以降を参照した。 
10 西山芳喜「イギリス会社法における会計原則の展開－『真実かつ公正な概観の要請』を中心として－」
金沢法学 28（2）（1987）227 頁。 
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 折しも英国では、国際会計基準を適用した計算書類が英国会社法上の TFV の要件を満た
すかどうかという点に関連して、IAS 第一号の「財務報告の目的」の中の「公正な表示（fair 
presentation）」という概念と英国会社法上の TFV の要件とがどのような関係にあるのかが





11 中川美佐子『EC5 カ国の会計および監査制度』千倉書房（1991）55 頁。 
12 西山・前掲注（10）222-223 頁。 
13 弥永真生「『真実かつ公正なる概観』と離脱規定」奥島孝康教授還暦記念『比較会社法研究』論文集（成
文堂、2000）96－100 頁。 
14 上村達男「新体系・証券取引法（第 3 回）証券取引法における開示・会計・監査の一般理論」企業会計
Vol. 53 No. 6（2001）111－112 頁。 
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弁護士による法律意見書がいくつか公表されてきた。すなわち、①1983 年 9 月 13 日付のホ
フマン（Hoffman）氏及びアーデン（Arden）氏による法律意見書（「真実で、かつ、公正
な概観についての会計基準委員会による法律意見書－会計基準の役割についての言及とと
もに。（Legal opinion obtained by Accounting Standards Committee of True and Fair View，With 
particular reference to the role of accounting standards）」）15及び 1984 年 3 月 20 日付の同両氏
による補足の法律意見書16、②1993 年 4 月 21 日付のアーデン（Arden）氏による法律意見
書（「真実で、かつ、公正な概観の要件（The true and fair requirement）」）17並びに③2008
年 4 月 21 日付のムーア（Moore）氏による「真実で、かつ、公正な概観の要件の再検討（The 
True And Fair Requirement Revisited）」18である。 
 これらの王室顧問弁護士による法律意見書は、TFVに関係する判決において担当裁判官が
直接的に引用している点（Bairstow対Queen’s Moat House PLC（19th July 1999））19、また、
 
15 Legal opinion obtained by Accounting Standards Committee of True and Fair View, With particular reference to 
the role of accounting standards(1983), 
http://www.frc.org.uk/FRC-Documents/FRC/True-and-Fair%C2%A0Opinion,-Hoffmann-and-Arden,-13-Sept.aspx 
(last visited on 28, Oct, 2012). 
16 The Accounting Standards Committee, Supplementary Joint Opinion(1984), 
http://www.frc.org.uk/FRC-Documents/FRC/Supplementary-True-and-Fair-Opinion,-Hoffmann-and.aspx (last 
visited on 28, Oct, 2012). 
17 Accounting Standards Board, The True and Fair Requirement(1993), 
http://www.frc.org.uk/FRC-Documents/FRC/True-and-Fair-Opinion,-Arden,-21-April-1993.aspx (last visited on28, 
Oct, 2012). 
18 The Financial Reporting Council, supra note 6. 
19 Id. para.15. 
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傘下の各組織（会計基準審議会（the Accounting Standards Board）、監査実務審議会（the 
Auditing Practices Board）、財務報告者査パネル（the Financial Reporting Review Panel）、職
業専門家監視審議会（the Professional Oversight Board）及び会計士及び保険数理士規律審議
会（the Accountancy and Actuarial Discipline Board）が参照をするものとして位置付けている
（2008 年 5 月 18 日付の広報第 222）22。以下では、①及び③について検討する。 
第二項 1983 年のマーチン氏らによる法律意見書 
 83 年意見書（①）では、主に、職業専門家団体であるイングランド・ウェールズ勅許会
計士協会（Institute of Chartered Accountants in England and Wales。以下、ICAEWという。）
を中心として組織された会計基準委員会（Accounting Standards Committee。以下、ASCとい












20 Id. para.11-16. 
21 Id. para.17. 
22 Financial Reporting Council, Relevance of “True and Fair” concept confirmed, FRC PN 222 19 May 2008(2008), 
http://www.frc.org.uk/News-and-Events/FRC-Press/Press/2008/May/Relevance-of-True-and-Fair-concept-confirmed.
aspx (last visited on 28, Oct, 2012). 
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ーナショナル・コマーシャル・バンク社（International Commercial Bank Ltd）事件を挙げた
ほか、同類の問題（所得税に関して損益計算書が「商事会計士の的確な原則（the correct 
principles of commercial accountancy）」に沿って計算されているか。）に関して 1971 年のオ









になるということはない。その例として、会計実務に影響の大きい SSAP 第 16 号「現在原






 第三項 2008 年のムーア氏による法律意見書 
 
23 Supra note 16, para. 9. 
24 ①上村達男「新体系・証券取引法（第 1 回）証券取引法の目的と体系」企業会計 Vol．53 No．4（2001）
136 頁、②上村・前掲注（14）109 頁 
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 2008 年意見書（③）で主に検討されている内容は、①EU の指令および規則の条項が過去
の法律意見書で示された TFV 概念へのアプローチに変更を加えているか、②2006 年の英国
会社法の第 393 条から第 397 および第 495 条が TFV 概念へのアプローチに変更を加えてい
るかの 2 点である。本意見書の構成は、旧意見書と本意見書との関係、英国の近時の開連
する判例、欧州司法裁判所（European Court of Justice）による関連判例、EU 指令および規
則等、多岐に渡るが、以下では、本稿の問題意識との関係で若干の問題について言及する。 
 2002 年の EU の国際会計基準規則の第 3 条（1）では、ある国際会計基準が第 4 指令及び
第 7 指令に定められている TFV の要件に適合しない場合には、当該国際会計基準は、EU に
おいて採択されてはならない旨を規定している。本意見書は、ある国際会計基準が TFV の



















25 Commission of The European Communities, supra note3, para.32. 
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を射程とし26、第 7 指令は、有限責任制度を利用する会社の連結計算書類を対象とするもの
である27。このうち、第 4 指令の第 2 条は、計算書類についてTFVの要件を置いている。第




















26 Council Directive 78/660/EEC, art. 1,1978 O. J. (L 222) 1, 2. 
27 Council Directive 83/349/EEC, art.1, art. 4, 1983 O. J. (L193)2, 3. 
28 The Financial Reporting Council, supra note 6, para. 28. 
29 Id. para.28. 
30 Id. para.29. 
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英国会社法第 464 条及び 2008 年会計基準（指定団体）規則（The Accounting Standards
（Prescribed Body）Regulation 2008）により指定を受けた会計基準審査会（Accounting 
Standards Board）の公表する財務報告基準（Financial Reporting Standards。以下、FRSという。）
の第 18 号もIAS第 1 号と同様に、英国の会計基準からの離脱について定めている。これらIAS












 しかし、実際にそのような状況（離脱）が起こる可能性について、IAS第 1 号では「極め










31 Id. para. 36. 
32 Id. para. 44. 
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34 Cox, James D., supra note2. 













































1 例えば、昭和 38 年前後の改正商法計算規定と財務諸表規則との関係について。竹内敏夫「『計算書類規
則』と『財務諸表規則』との法的関係」企業会計第 15 巻 5 号 765-771 頁（1963）、崎田直次「新商法規則
と財務諸表規則との関係について」企業会計第 15 巻 5 号 771-774 頁（1963）。 
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2 ①上村達男「証券取引法における開示・会計・監査の一般理論」企業会計 Vol.53 No.6（2001）904-912
頁、②上村達男、藤沼亜起ほか「資本市場における公認会計士の役割とその責任」19（3）通号（620）28
－43 頁。 
3 矢澤惇『企業会計法講義』（有斐閣、初版改訂版、1973）11 頁。 
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に、監査に関しては今日においても｢一般に公正妥当と認められる監査に関する基準及び慣
行｣という文言が採用されている。）4 
他方、会社法に関しては、旧商法第 32 条 2 項でいう「公正なる会計慣行」及び現行会社
法第 431 条でいう「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行」でいう慣行の性質につ
いて、これを商法第 1 条 2 項でいう商慣習法とする説5 6、商慣習及び民法第 92 条でいう慣






4 財務諸表等の監査証明に関する内閣府令第 3 条第 2 項を参照。 
5 大住達雄『商慣習と商慣習法』（日本評論社、1964）8-9 頁。 
6 矢澤惇『企業会計法の理論』（有斐閣、1980）4 頁。 
7 岸田雅雄「公正な会計慣行」ジュリスト増刊号『会社法施行５年 理論と実務の現状と課題』199 頁。 
8 秋坂朝則「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行の意義」會計第 178 巻第 5 巻（2010）52 頁。 
9 西崎哲郎・野村修也ほか「座談会 長銀・日債銀取締役証券取引法違反事件の考察」金融法務事情 第
1891 巻（2010）17 頁〔野村発言〕。 
10 久保大作「『公正な会計慣行』の立証責任、および会計基準の類推適用」法学新報 115 巻 5・6 号（2008）
338-340 頁。 
11 いわゆる旧長銀事件に関して。得津晶「批判」ジュリ No.1369(2008)114-117 頁、韓敬新「会計処理基準
の変更と『公正なる会計慣行』－旧長銀刑事事件最高裁判決を契機として－（1)）早稲田大学大学院法研
論集第 130 号 295-319 頁、韓敬新「会計処理基準の変更と『公正なる会計慣行』－旧長銀刑事事件最高裁
判決を契機として－（2)）早稲田大学大学院法研論集第 132 号 313-336 頁。 
12 秋坂・前掲注(8)53 頁。 
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13 岸田雅雄『注釈金融商品取引法』（きんざい、2010）482-487 頁。 
14 大森泰人「霞が関から眺める証券市場の風景＜第 9 回＞野心と保身（中）」金融法務事情第 1981 号
(2010)28-30 頁 8-9 頁 
















同 17 頁〔野村発言〕。 
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18 1950 年（昭和 25 年）9 月 28 日付証券取引委員会規則第 18 号「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に
関する規則」の第 1 条及び第 2 条を参照。原秀三『財務諸表規則』（中央経済社、1950）7-8 頁に所収。 





20 渡辺ほか・前掲注（19）16 頁。 
21 弥永真生「証券取引法と会計基準」會計第 147 号第 1 巻 2-3 頁。 
22 渡辺実ほか『財務諸表規則監査証明規則解説』（森山書店、1958）13 頁。 
23 渡辺ほか・前掲注（22）14-15 頁。 
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1963 年（昭和 38 年）改正後の財務諸表規則上では、①第一条において慣習という文言が
削除されたこと27、また、②公益事業を対象とした別記事業を営む株式会社に係る規定を第




27 昭和 38 年改正後の財務諸表規則の第一条は次のとおりである。「第一条 証券取引法（昭和 23 年法律







28 淺地芳年『新財務諸表規則逐条詳解』（中央経済社、第四版、1966）9-14 頁。 
29 代表編者・我妻栄『六法全書（昭和三十八年版）』（有斐閣、1963）1828 頁、代表編者・我妻栄『六法
全書（昭和三十九年版）』（有斐閣、1964）1882 頁にそれぞれ所収の同規則第 1 条を参照。 






































33 弥永真生『コンメンタール 会社計算規則・商法施行規則』（2007、㈱商事法務）90 頁。 
34 秋坂・前掲注（8）53 頁。 
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第二節  金商法の会計規範の性質 
第一項 金商法の会計規範と一般的な慣習法との違い 
本項では、会計規範と伝統的な慣習法（民法第 92 条でいう事実たる慣習、商法第 1 条第




の一つといえる。すなわち、民法第 92 条でいう事実たる慣習、商法第 1 条第 2 項でいう商
慣習法、法適用通則法第 3 条でいう慣習法のいずれについても当該慣習の反復継続性が要
件の一つとなっている37 38 39。 
 
35 岸田雅雄「会計基準違反に対する刑事罰と公正会計慣行」早稲田法学 85 巻 3 号(2010)223‐226 頁。 
36 上村・前掲注（2）①。 
37 民法第 92 条について。川島武宜、平井宜雄『新版 注釈民法(3)総則(3)』266 頁〔淡路剛久〕（有斐閣、
初版、2003）。 


























39 法適用通則第 3 条について。櫻田嘉章『注釈国際私法 第 1 巻 §§1~23』（有斐閣、2011 年）84-85 頁。 
40 江頭憲治郎ほか編『会社法コンメンタール 10－計算等（1）』51 頁〔尾崎安央〕（商事法務、初版、2011
年）。 
41 曽野裕夫「商慣習法と任意法規」ジュリ第 1155 巻（1999）86 頁。 


























には弊害があると認識され、手当てがなされたことは周知のとおりである（本稿の第 5 章を参照）。 
46 商法（当時）と証券取引法（当時）との計算規定の保護対象の射程に関して。矢澤惇『企業会計法の理
論』（有斐閣、1981）117‐121 頁、138‐140 頁。 
47 上村・前掲注(2)①。 




























49 鴻、河本・前掲注(42)56 頁。 
50 鴻・河本・前掲注(42)56 頁。 
51 浜田康『会計不正 会社の『常識』監査人の『論理』』（日本経済新聞社、2008）48－50 頁。 
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52 上村・前掲注（2）①107 頁－108 頁。 
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53 上村・前掲注（2）①108 頁－109 頁。 
54 上村・前掲注（2）①111 頁。 




















































57 岸田・前掲注（35）223‐226 頁。 












































にも綻びが生じ、ひいては、例えば米国 34 年連邦証券所法第 2 条の目的規定に見られるよ
うな社会一般の危機にも繋がり得る。一旦危機が起きれば、今日、その余波は単に国境を
越えるのみならず、より広い意味でボーダー・レスに及ぶようになってもいる。 
ところで、今日における会計学の成果は、ある意味では、法理論の進化を先取ってきた
ものともみることも可能である。すなわち、旧証券取引法が、市場の機能の発揮という視
点からは遠く、未だ単なる業法に過ぎないと認識されていた頃から、会計学では、単に既
存の株主、債権者のみでなく、より広く投資者一般（さらには、財務諸表の利用者）に向
けた仕組みとして会計理論の構築がなされてきた。また、資本市場規制の即時対応という
要請に応えるべく日々のルールメークを行い、資本市場の変化にいち早く対応してきたと
みることができる。資本市場の機能の十全な発揮、投資者保護という理念が金商法の目的
となっている今日においては、金商法体系下の開示・会計・監査・内部統制には、今まで
にも増して高い位置づけがなされるのであり、よって、会計規範という概念を巡っては、
資本市場のルールとしての高度の公益の目的を担うことをより明確にした運用が必要とな
る。 
法と会計との関係に関しては、とかくどちらかの優位性を強調しようとする向きもある。
特に、かつての商法対会計学という構図の下ではその傾向が顕著であったように思われる。
しかし、法と会計との関係性を支える法理論の進展の下、これまで述べてきたようにその
関係性そのものに大きな変化が見られる今日においては、法がその目的及び制度の枠組み
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を定める一方で、法は会計学の科学的成果を尊重するという新しいパラダイムの下で制度
設計を行って行く必要があるものと考える。 
本論文では、会計規範の形成過程に法はどのように関与するのか、法目的と会計規範と
の関係の重要性、会計基準作成主体に係る法規制、国際会計基準の作成主体のあり方、国
際会計基準の運用と会計の中核的理念、会計規範の法的性質を具体的な内容として、主に、
会計規範の法的基礎の側面から考察を行った。しかし、法と会計との関係については未だ
整理及び解決を待つ論点が山積している。特には、法の求める公正な会計規範とはどのよ
うなものか（公正性）という点をはじめとした、筆者の個別具体的な課題については各章
の終節にまとめたのでここでは繰り返さないが、筆者としては、激動の時代に立ちあうこ
とのできる幸運な一学徒として、今後も研鑽を積んでいく所存である。 
